
遺産分割協議の実施と
遺産分割協議書の作成について相続の豆知識相続の豆知識

知ってお き た い

相続・不動産のご相談は三菱UFJ信託銀行へ
ご相談希望日の３営業日前までにお取引店または最寄りの店舗へご予約ください。

スマートフォンからの
ご予約はこちらから

最寄りの店舗を
お探しの場合はこちら

2023年8月1日現在38309

YES

遺言書がないなど、遺産を相談して分けることになった場合、遺産の全容が確定した段階で相続人
全員で遺産分割協議を行います。そして、相続人全員が合意したところで、遺産分割協議の結果
を文書にします（遺産分割協議書の作成）。
遺産の分割について相続人間で話し合いがつかない場合は、家庭裁判所で調停による分割または
審判による分割をすることになります。（下表ご参照）
遺産分割協議後、新たに遺産が見つかった場合は、遺産分割のやり直しや、その財産について新たに
遺産分割協議をすることになります（遺産分割のやり直しによる再分配は、税務上思わぬ税負担が
生じる場合もあります）。

遺　産　分　割

相続人間で
遺産分割協議が成立

原則、遺言書に従った
分割となります。

（遺留分※1侵害に注意）

1
家庭裁判所の

調停※2・審判※3に
委ねることになります。

3
相続人全員による

遺産分割協議に基づく
分割となります。

2

遺言書に従う

（遺産分割協議書の作成）

遺言書がある NO

NO

YES

YES

NO

〈遺産分割の3つの方法〉

※1 相続人が当然に取得できるものとして、民法が保障する最低限度の相続分　※2 家庭裁判所において、当事者間の話し合いを助言して
解決を図ろうとする制度　※3 家庭裁判所において、裁判官が各相続人の相続する財産を決定する制度

＊本紙は2023年8月1日現在の法令・税制等に基づいて作成しています。法令・税制等は今後、変更になる可能性がありますので
ご注意ください。詳細および具体的な取扱いについては弁護士・税理士などの専門家にご相談ください。


